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各単組の重点交渉期間中（４月２２~２５日）の交渉は、八雲町職労であらたに削減しないことを確認した。残りの単組においては、継続協議または態度保留であった。
４月２６日の統一行動日については、時間外職場集会を開催し管内情勢について組合員へ
周知を行いましょう！
　１．要請に基づく削減なし

　函館市職労　　平成25年度に平均6.5%の独自削減を行うことから，国の要請に基づく給与
削減は行わないことを労使で確認済み。
　木古内町労連　３月２１日、書面協定により削減しないことを確認
八雲町職労　　４月２４日、書面協定により削減しないことを確認
　２．削減提案あり
北斗市職労　　３月１日、給料、期末勤勉手当、管理職手当の一律△3.9％で提案
　　　　　　　　４月２２日、３時間に及ぶ事務交渉（渡島地本は別室で待機）を行うが、
平行線のまま継続協議となる。
　七飯町労連　　２月６日、国の要請どおりの内容で提案、その後動きなし継続協議
　森町職労　　　４月１０日、国の要請どおりの内容で再提案、４月２３日事務折衝を行う
全道の動向をにらみ継続協議
３．削減提案はないが態度保留
全道庁労連　　４月２５日職員監交渉　国の措置に遺憾の認識を示すが新たな削減をしない

ことには明言なし。引き続き話し合いの姿勢を示す。　　

松前町職　　　４月２２日事務折衝するが当局は態度保留
　福島町職労　　４月１８日給与削減反対の要請書（これまでの独自削減の効果額を記載）を

当局へ提出。５月１日に団体交渉を予定

　知内町職　　　近隣町の動向をにらみ当局は態度保留
　鹿部町職労　　近隣町の動向をにらみ当局は態度保留

　長万部町職労　４月２４日事務折衝、削減をしない方向で協議中のため継続協議
　第２の山場に向けて、全単組総支部は団結してがんばろう！
　※　各単組総支部におかれましては、職場集会での内容及び発行した教宣紙を渡島地方本部まで
提出願います。報告期限　４月３０日（火）
―裏面あり―
地方公務員の給与削減反対のたたかいのこれまでの流れ

2011年6月　　　　国家公務員の給与引き下げは地方公務員に波及させない　閣議決定（民主）　

2013年１月24日　 国会公務員の給与引き下げを地方公務員に要請　　　　　閣議決定（自公）   

2013年1月27日　 平成25年度地方財政対策・地方公務員給与について共同声明　地方６団体　

2013年1月28日　 国家公務員の給与引き下げを地方公務員に行うよう助言　総務大臣通知

2013年3月14日　 地方交付税法審議入り

2013年3月26日　 参議院総務委員会時政府答弁

　　　　　　　　　『政府要請の給与削減をしない場合も現時点では財政面での何らかの対応することは考えていない。』→現時点で特別交付税によるペナルティーはない。

2013年3月 29日　 地方交付税法成立  

2013年4月22日　　地方公務員給与についての要請　地方６団体
2013年4月26日　　統一行動日（第１次）

2013年5月28日　　統一行動日（第２次）　

　　震災復興財源の捻出を目的とした国家公務員の給与引き下げについては、民主党政権時には、地方
公務員へは波及させないと閣議決定がされた。しかし政権交代後の2013年1月24日に国家公務員の
給与引き下げを地方公務員に要請することが閣議決定された。併せて地方財政計画では、地方の固有
財源である地方交付税について国家公務員の給与削減相当分を差し引き、これまでの行革の実績に応

じて交付金を算定し地方財政計画上の総額を確保した。本来の地方公共団体間の財政の均衡を図る制
度を歪曲させ、地方公務員の給与削減を要請したことに対して地方６団体（全国知事会・議長会、全
国市長会・市議会、全国町村会・議長会）は2013年1月27日に、地方自治への介入であるとして反
発の共同声明を出した。また管内の議会においても意見書の採択（北斗市、鹿部町を除く）を行い、
同じく国に対して怒りの声を挙げた。こうした中、各単組における給与削減のたたかいについては、
次の点を考慮し、交渉に臨んでいるところです。　

①　地方６団体においても国の政策について反対の共同声明を発している。

国家公務員の給与減額支給措置に準じて地方公務員の給与削減を求めるとともに、それを反映して地方交付税を減額したことは・・・極めて問題である。　2013年1月27日

②　各自治体においても地方自治法第99条による意見書により自治体財政の確保の確立を求める意見書を採択している。（１０単組で採択）

　　意見書の条文に交付税削減を行わないこと、又は給与削減の強制への反対等が規程されている。
（各意見書の内容を確認すること。）

③　首長も議会も国の政策に反対をしている。（①と②の取り組みから）

　地方６団体も国の対応について反対しており、各議会においても意見書を採択していながら、給与削減の提案を行うことは矛盾している。

④　独自削減や定数削減等により地方自治体は国に先駆けて努力を行ってきている。

　これまで独自削減や定数削減により相当の削減額が生じている。

独自削減をしていなくても行政改革を進めており、人員は減少している経過がある。

以上のことを踏まえた地方公務員の給与削減反対のたたかいの状況は１枚目のとおりです。
【　発　　行　】
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4月26日は統一行動日 時間外職場集会にて組合員に情勢報告を！





渡島地方本部は、2012年2月10日の執行委員会・単組代表者会議で「比例区・あいはらくみこ」、


2013年2月15日の執行委員会・単組代表者会議で「北海道選挙区・小川勝也」を推薦決定しております。











